施設警備業務２級検定模擬試験問題集
補　　　遺

　令和元年８月３０日「警備業法施行規則の一部改正」及び令和元年１２月１４日
「成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備
に関する法律」により、次のように改正されましたので該当箇所を訂正してご使用
ください。
※頁、問題は、「令和元年5月30日／改訂14版発行」のものです。
	頁
	問題
	改正前
	改正後

	22
	14
	③　一般警備員に対しては、教育期ごとに現
任教育の基本教育を３時間以上、業務別教
育を５時間以上行う。
	③　一般警備員に対しては、年度ごとに現任
教育の基本教育及び業務別教育を１０時間
以上行う。

	
	
	⑤　最近3年間で1年以上の警備業務経験を
有する警備員に対する現任教育は、教育期
ごとに基本教育を３時間以上、業務別教育
を５時間以上行う。
	⑤　最近3年間で1年以上の警備業務経験を
有する警備員で当該警備業務に従事させる
場合の新任教育は、基本教育及び業務別教
育を７時間以上行う。

	23
	15
	②　2級検定の合格証明書の交付を受けてい
る…業務別教育は教育期ごとに５時間以上
行う。
	②　2級検定の合格証明書の交付を受けてい
る…業務別教育は年度ごとに６時間以上行
う。

	
	
	③　機械警備業に従事させようとする警備員
で機械警備業務管理者資格者証の交付を受
けているもの…
	③　機械警備業に従事させようとする警備員
で機械警備業務管理者資格者証のみ交付を
受けているもの…

	24
	16
	①　「教育期」は、１月１日から６月３０日
までの期間を前期、７月１日から１２月３
１日までの期間を後期という。
②　基本教育は、警備業務に関する基本的な
知識及び技能についての教育で、新たに警
備業務に従事させようとする警備員に対し
ては、原則として１５時間以上行う必要が
ある。
④　業務別教育は、現に警備業務に従事させ
ている一般警備員については、教育期ごと
に、警備業務の区分に応じてそれぞれ５時
間以上行う必要がある。
	①　「現任教育」は、１月１日から６月３０
　日までの期間を前期、７月１日から１２月
　３１日までの期間を後期として行う。

②　基本教育は、警備業務に関する基本的な
知識及び技能についての教育で、警備業務
実施の基本原則に関することなどが教育項
目としてある。
④　現に警備業務に従事させている一般警備
員については、年度ごとに、警備業務の区
分に応じて１０時間以上行う必要がある。

	25

	17

	②　一般警備員に対する現任教育は、教育期
ごとに基本教育を３時間以上、業務別教育
を５時間以上行う。
	②　一般警備員に対する現任教育は、年度ご
とに基本教育及び業務別教育を１０時間以
上行う。

	26
	18
	①　「教育期」は、４月１日から９月３０日
までの期間を前期、１０月１日から翌年の
３月３１日までの期間を後期という。
③　一般警備員に対しては、教育期ごとに現
任教育の基本教育を３時間以上、業務別教
育を５時間以上行う。
	①　現任教育は、４月１日から翌年の３月３
１日までの間に行わなければならない。
③　一般警備員に対しては、年度ごとに現任
教育の基本教育及び業務別教育を１０時間
　以上行う。

	39
	31
	①　成年被後見人、被保佐人又は破産者で復
権を得ないもの
	①　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

	40
	32
	③　成年被後見人、被保佐人又は破産者で復
権を得ないもの
	③　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

	53
	43
	①　成年被後見人若しくは被保佐人又は破産
者で復権を得ないものは、警備業を営むこ
とはできない。
	①　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者は、警備業を営むことはできない。

	54
	44
	②　第１号の「被保佐人」とは、精神上の障
害により事理を弁識する能力が著しく不十
分なため、裁判所から保佐開始の審判を受
けている者をいう。
	②　第４号の「集団的に」とは、団体若しく
は多数人で、又は数人共同してという意味
である。

	55
	45
	①　成年被後見人又は被保佐人は、警備業を
営むことができない。
	①　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者は、警備業を営むことができない。

	56
	46
	⑤　成年被後見人、被保佐人又は破産者で復
権を得ないものは、警備業を営むことはで
きない。
	⑤　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者は、警備業を営むことはできない。

	58
	48
	④　成年被後見人は、警備員になることはで
きないが、被保佐人は、警備員になること
ができる。
	④　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者は、警備員になることができる。

	220
	15
	④は、基本教育は免除されず、５時間以上
行う必要があるので、誤り。
	④は、基本教育は免除されず、基本教育及
び業務別教育を行う必要があるので、誤り。

	221
	16
	①の教育期は、４月１日から９月３０日までの期間を前期、１０月１日から翌年３月３１日までの期間を後期というので、誤り。
	①の現任教育は、４月１日から翌年３月３１日までの年度ごとに行うので、誤り。

	228
	48
	①は、警備業法…。④は、被保佐人も警備員になれない。⑤は、…
	①は、警備業法…。④は、破産手続開始の決定を受けて復権を得ていない者は、警備員になれない。⑤は、…
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